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大規模災害後に被災前の居住の市町村から転出した世帯への生活再建支援は重要である．本研究は，

2016 年熊本地震による益城町被災世帯を対象に，町内と町外の居住世帯の比較を行い，それらの特徴を

明らかにすること，町内・町外居住世帯それぞれが抱えている課題と要望を明らかにすることを目的とす

る．世帯属性別の基礎分析の結果，単身世帯が町内に居住する場合，世帯主の年齢に限らず応急仮設住宅

に居住する傾向がある，町外に居住する場合，単身世帯は世帯主の年齢によって居住地選択が異なること

を明らかにした．また，調査の自由回答を用いた対応分析を行い，町内居住世帯では世帯年収に関わらず

復旧事業の迅速な対応を不安視し，町外居住世帯は世帯年収が高いほど将来の住まいを見据えていること

を明らかにした． 
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1. はじめに 

  

(1) 研究の背景と目的 

大規模災害で住宅に被害を受けた被災者は仮の住

まいとして応急仮設住宅や借り上げ仮設住宅（以下，

みなし仮設）等で生活が必要となる．この際，みなし

仮設については，被災前に居住していた市町村外にな

る場合がある．2016年 4月に発生した熊本地震の場合

においても，震源の益城町から町外に仮の住まいを移

した被災世帯が多数存在する．生活再建支援のために，

町内や町外に居住する被災世帯（以下，町内居住世帯，

町外居住世帯）の実態を把握することは重要である．

熊本地震において益城町の町内の応急仮設住宅に居住

する世帯に関しては筆者らの研究グループ 1)2)でも実

態を把握できつつあるが，一方で町外居住世帯に着目

した実態は十分に明らかになっていない．町外居住世

帯の実態を明らかにし，町内・町外居住世帯のそれぞ

れが抱えている要望を明らかにすることはそれぞれの

世帯に合わせた生活支援策の検討につながる．  

 以上を踏まえ，本研究では，2016 年熊本地震の被

災地益城町を対象として，(1) 町内町外居住世帯の比

較をし，それらの特徴を明らかにすること，(2)町

内・町外居住世帯それぞれが抱えている要望を明らか

にすることを目的とする． 

 

(2) 既往研究のレビューと本研究の位置づけ 

熊本地震に関する研究では，渡邉ら 3)
 が熊本県益城

町の応急仮設住宅居住世帯を対象に 2016 年に行った聞

き取り調査を用いて住宅居住地に関する希望と世帯属

性の関係を居住地選択モデルを用いて分析している．

それにより，震災直後の時期における世帯属性別の住

まいの意向を明らかにしている．また，川野ら 4)が同様

の世帯，調査データを対象に 自由回答を用いて益城町

での応急仮設住宅居住者が抱える要望や心境を把握し

ている．しかし，みなし仮設に居住する等熊本地震に

おける町外居住世帯を対象とした研究は少ない．     

みなし仮設は東日本大震災から公的な仮の住まいと

して制度化されたため，みなし仮設に関する研究も未

だ継続的な調査・研究が必要とされている．1995 年に

発生した阪神・淡路大震災に関して室崎ら 5)が神戸市，
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芦屋市，西宮市の中で住宅被災激甚地域の居住者を対

象に仮設住宅居住者と民間賃貸住宅居住者別の再建動

向の実態を明らかにしている．ここでは，民間賃貸や

知人宅で仮の住まいをしている実態を明らかにし，既

存の民間賃貸住宅が応急仮設住宅の補完をすると提唱

した．東日本大震災に関して新井・米野 6)は宮城県仙台

市のみなし仮設居住者を対象に入居のプロセスと居住

及び生活の実態を明らかにしている．ここでは，みな

し仮設の入居の時期によってそのプロセスが異なるこ

と，世帯属性によって入居状況に格差が生じているこ

とを明らかにした．また今後のみなし仮設の在り方と

して世帯規模と間取りのミスマッチによって世帯分離

などが生じる課題も明らかにした． 

本研究と類似した研究として，同様の東日本大震災

に関して松川・佐藤ら 7)が宮城県名取市の被災世帯を対

象に，被災時にどのような世帯属性がみなし仮設を仮

住まい先として選択するのかを応急仮設住宅居住者と

の比較で明らかにし，被災状況や仮住まいの選択がそ

の後の居住地選択にどのような結びつきがあるのかを

明らかにしている．ここでは，みなし仮設に居住する

世帯は気力・体力・財力ともに充実した世帯が多いこ

とを明らかにした．また，その中でも自主的にみなし

仮設へ入居した能動的な世帯と，応急仮設住宅の入居

申込に遅れ，仕方なくみなし仮設に入る受動的な世帯

が存在することを明らかにした．被害程度が大きく世

帯の収入が安定しない，身体的・経済的に不安要素を

抱えた世帯が応急仮設住宅を選択する傾向にあること

を明らかにした． 

本研究では熊本地震で被災した益城町の町外・町内

居住世帯を比較しその特徴を明らかにすること，また

それぞれの世帯の抱える課題を把握する点が特色であ

る．熊本地震を対象とした研究例は少なく，本研究の

特徴といえる． 

 

2. 既存の郵送調査 

 

(1) 調査概要 

本章では益城町が実施した第二回益城町今後のお

住まいの意向等に関するアンケート調査(1)(2)（以下，

2017 年郵送調査）を用いて，世帯属性ごとの基礎分

析をする．  

本章で比較分析を行う 2017 年郵送調査の概要を表-

1 に示す．本研究の対象は 2017 年郵送調査時点で町

内居住世帯か町外居住世帯かが不明な世帯を除いた

4,964 世帯とする．そのうち，1,102 世帯が町外居住世

帯，3,862世帯が町内居住世帯である． 

 

 

(2) 本研究で用いる世帯属性の定義 

本研究では，世帯に 65 歳以上の構成員がいる世帯

を高齢世帯，64 歳以下の構成員で構成された世帯を

現役世帯と定義する．高齢非単身世帯とは世帯の中で

高齢者がいる 2人以上世帯，現役非単身世帯とは現役

世帯のみで 2人以上世帯を指す．また，自宅居住世帯

とは現在の居住地が自宅である世帯を指す． 

表- 1 調査概要 

 2017年郵送調査 

収集データ 住まいの意向他 

調査世帯 益城町で半壊以上の全世帯 

調査方法 郵送配布，回収 

調査実施主体 益城町 

実施時期 
2017年7月 3日 

から7月 31日 

対象世帯数 7,284世帯 

回答世帯数 5,210世帯 

回収率 71.5% 

 

3. 基礎分析 

 

本章では，世帯属性を用いて町内町外居住世帯の

比較をし，それらの特徴を明らかにすることを目的と

する．(1)被災状況別，(2)世帯構成員・年齢別居住地

の種類， (3)単身世帯の年齢別，(4)世帯年収に着目し

た住まいの意向から町内・町外居住世帯の分析をする

ためクロス集計表の独立性についてのカイ二乗検定と

残差分析を行う．以下，図表中の(+)や(-)は残差分析の

結果を示し，**は 1％有意，*は 5％有意を示す． 

 

(1) 被災状況別 

図-1 は町内・町外居住世帯の被災状況割合を示す．

ここでは町内・町外居住世帯の被災状況割合の差に統

計的に有意な差はみられないが，以下の傾向が確認で

きる．町内居住世帯では，被災状況が全壊の世帯が少

なく，半壊の世帯が多い傾向にある．しかし，自宅居

住世帯を除いた場合，町内居住世帯と町外居住世帯の

被災状況に差がないことがわかる．  

町外居住世帯では被災状況が大きい世帯ほど応急

仮設住宅より募集の早かったみなし仮設 8)9)を選ぶと

いった居住地選択を行った影響と推察される．  

 

(2) 世帯構成員・年齢別居住地の種類 

図-2 は世帯構成員の年齢・人数別居住地の分布を示

す．また，図中のその他は公営住宅や知人・親戚宅等

を指す．ここでは世帯構成員の年齢・人数別居住地の

分布における割合の差に統計的に有意な差はみられな

いが，以下の傾向が確認できる． 
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図-1   町内・町外居住世帯の被災状況割合 

 

全体の傾向として，高齢世帯では町内に居住する

世帯世帯の割合が高く，現役世帯では町外に居住する

世帯の割合が高い傾向にある．また，高齢単身世帯で

は応急仮設住宅に居住する世帯は多いが，自宅や町外

のみなし仮設に居住する世帯は少ない傾向にある．一

方で，現役単身世帯では町外のみなし仮設に居住する

世帯は多いが，自宅に居住する世帯は少ない傾向にあ

る．現役非単身世帯では町内のみなし仮設や町外のみ

なし仮設に居住する世帯は多いが，応急仮設住宅に居

住する世帯は少ない傾向にある．よって，高齢世帯は

町内に居住し，特に高齢単身世帯の場合，応急仮設住

宅に居住する傾向がある．現役世帯は町外のみなし仮

設に居住する傾向がある．  

現役世帯は通勤，通学への利便性を考慮した，あ

るいは発災後，迅速に次の住まいを探し行動に至った

からではないかと推察される．一方で高齢世帯はみな

し仮設の入居についての情報の入手が遅れた，あるい

は，町内の方が土地勘や愛着があるため町内を選んだ

と推察される．  

 町外居住世帯の場合，高齢単身世帯ではみなし仮設

に居住する割合が低く，その他の割合が高い傾向にあ

る．一方で，現役世帯はみなし仮設に居住する割合が

高い傾向にある．町内居住世帯の場合，年齢に関わら

ず，単身世帯は応急仮設住宅に居住する割合が高く，

自宅に居住する割合が低い傾向にある．また，現役非

単身世帯では町内のみなし仮設に居住する割合が高く，

応急仮設住宅に居住する割合が低い傾向にある．  

 まとめると，単身世帯が町内に居住する場合，世帯

主の年齢によらず応急仮設住宅に居住する傾向にある．

町外に居住する場合，高齢単身世帯は知人や親戚宅に

居住し，現役単身世帯はみなし仮設に居住するように，

町外に居住する場合，単身世帯は世帯主の年齢によっ

て居住選択が異なることを明らかにした．また現役非

単身世帯は居住地を問わず，みなし仮設に居住するこ

とを明らかにした． 

高齢単身世帯の場合，一人暮らしに対して不安を 

 

半壊世帯を除く 

図-2   世帯構成員の年齢・人数別居住地の分布 

 

 

年齢不明分(N=3)除く 

独立性の検定   x 2=21.641，P = 7.746e-05** 

図-3 単身世帯の年齢別町内・町外居住世帯 
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感じ，周りに知りあいがいる環境を望み，町外に

居住する場合は知人・親戚宅，町内に居住する場合は

応急仮設住宅で生活することを望んだのではないかと

推察される．一方で，町外居住の現役単身世帯の場合，

勤務地への利便性を考慮してみなし仮設に居住するの

ではないかと推察する． 

 

(3) 単身世帯の年齢別 

図-3 は単身世帯の年齢別町内・町外居住世帯を示

す．20～74 歳の場合，世帯主の年齢が高いほど町内

へ居住し，年齢が低いほど町外へ居住する． 

現役単身世帯の方が早くみなし仮設の入居に関する情

報を得て，迅速に居住地選択を行った，町外の勤務先

を考慮して現役世帯が町外に居住したのではないかと

推察される．一方で，町内居住世帯の場合，高齢世帯

がみなし仮設の入居に関する情報について入手できず，

みなし仮設へ入居できなかった，自身のコミュニティ

を考慮して応急仮設住宅への入居を決めた世帯が多か

ったため，高齢世帯が町内に居住したのではないかと

推察される． 

 

(4) 世帯年収に着目した住まいの意向 

 ここでは，それぞれの世帯数がほぼ均等になるよう

に世帯年収を 3つのグループに分けて分析を行う．  

図-4 は世帯における世帯年収別住まいの意向を示

す．世帯年収が 200万円以下の世帯はより災害公営住

宅への意向が強く，世帯年収が 350万円以上の世帯は

災害公営住宅への意向をあまり示さない． 

図-5 は町内居住世帯における世帯年収別住まいの

意向を示す．世帯年収が 200万円以下の世帯はより災

害公営住宅への意向が強く，一方で世帯年収が 350万

円以上の世帯は災害公営住宅への意向をあまり示さず，

自宅修理への意向が強い．ここで，図-1 より，町内

居住世帯は自宅に居住する世帯が多いため，自宅修

理・再建への偏りが出てしまう．そこで，図-6 は自

宅居住世帯を除く町内居住世帯の世帯年収別住まいの

意向を示す．世帯年収が 200万円以下の世帯は災害公

営住宅への意向が強く，自宅再建や移転への意向をあ

まり示さない．一方，世帯年収が 350万円以上の世帯

は自宅再建への意向が強く，災害公営住宅への意向を

あまり示さない． 

図-7 は町外居住世帯における世帯年収別住まいの

意向を示す．世帯年収が 200万円以下の世帯は災害公

営住宅への意向が強く，移転や自宅再建への意向をあ

まり示さない．一方で世帯年収が 350万円以上の世帯

は自宅再建への意向が強く，災害公営住宅へ意向をあ

まり示さない．  

独立性の検定   x 2=38.673，P = 0.0001191** 

図-4 全世帯における世帯年収別住まいの意向 

 

 

独立性の検定   x 2=36.775，P = 0.0002429** 

図-5  町内居住世帯における世帯年収別住まいの意向 

 

 

独立性の検定   x 2=62.592，P = 7.575 e-09** 

図-6 自宅居住世帯を除く町内居住世帯の 

世帯年収別住まいの意向 

 

図-4，図-5，図-6，図-7 から世帯年収が 200 万円以

下の世帯は災害公営住宅への意向が強く，世帯年収が

350 万円以上の世帯は自宅再建，自宅修理への意向が

強いことを示した．町内，町外に関わらず，世帯年収
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が 200万円以下の世帯は災害公営住宅への意向は強い

が自宅再建，修理への意向も存在する．これは地域あ

るいは被災した家への愛着があるからではないかと推

察される．世帯年収が 200万円以下の世帯でも自宅再

建，修理ができるような住まいの再建支援策の検討の

必要性がある． 

また，図-5，図-6，図-7 を比較すると世帯年収を問わ

ず，町外居住世帯の方が町外居住世帯より移転への意

向の割合が高い．また，町外居住世帯はみなし仮設に

居住期限を過ぎてもそのまま住み続ける場合もある 10)

ため，移転の割合が高いのではないかと推察される． 

 

4. 自由回答の集計と分析 

 

 ここでは，町内・町外居住世帯それぞれが抱えて

いる要望を明らかにすることを目的とする．2017 年

郵送調査における「住宅再建，自宅の確保に向けて現

時点で困っていること」への(1)自由回答における集

計結果と(2)世帯属性を用いた対応分析を用いて考察

する． 

 

(1) 自由回答における集計結果 

図-8 は無記入を含む町内町外居住世帯別自由回答

文字数を示す．無記入の割合は町外居住世帯の方が町

内内居住世帯より低い傾向にある．無記入を含めた町

内居住世帯の平均文字数は 9.4 文字，町外居住世帯の

平均文字数は 12.6文字と差がみられた (3)． 

図-9 は無記入を除く町内町外居住世帯別自由回答

文字数を示す．また，表-2 は 2017 年郵送調査の自由

回答を示す．文字数が少ないほど町内居住世帯の方が

町外居住世帯より割合が高く，文字数が多いほど町外

居住世帯の方が町内居住世帯より割合が高い傾向にあ

る．無記入を除いた町内居住世帯の平均文字数は 46.6

文字，町外居住世帯の平均文字数は 50.2 文字と差が

みられた(3)．また，文字数が増えるごとに現時点で困

っていることがより詳細に把握できる． 

 

(2) 世帯属性を用いた分析 

ここでは，先行研究 4)にならい，2017 年郵送調査で

回答された世帯属性を用いて，自由回答の対応分析を

することで世帯属性ごとの特徴を把握する．図-10 も

先行研究 4)にならい， 2017 年郵送調査の自由回答に

おける共起ネットワークを示す．ここでは，自由回答

の内容を詳細に把握するため，図-10 の共起ネットワ

ークと各対応分析の 2つを用いて考察する． 

a) 町内・町外居住世帯と単身・非単身世帯 

図-11 は町内・町外居住および単身・非単身を用い

た対応分析を示す．原点から横軸の正方向に町内居住 

 
独立性の検定   x 2=55.087，P = 1.746e-07 ** 

図-7 町外居住世帯における世帯年収別住まいの意向 

 

 

図-8 無記入を含む町内町外居住世帯別自由回答文字数 

 

世帯，負方向に町外居住世帯の回答における特徴的で

あった語が位置している．町外居住世帯としては「み

なし仮設」「期間」「延長」などみなし仮設の期限延

長に関する語が特徴的であることがわかる．実際に自

由回答で町外に居住する現役非単身世帯から「みなし

仮設が二年間しか期限がないため，それまでに家が建

てられない」，町外に居住する高齢単身世帯から「み

なし仮設の支援延長を希望」といった回答がみられた．

これに対して町内居住世帯は「道路」「修理」「安全」

「地盤」など復旧に関する語が特徴的であることがわ

かる． また，図-10の共起ネットワークより「道路」

や「地盤」は「家」，「自宅」に共起していることか

ら，「道路」や「地盤」は自宅付近で起きている問題

であると考えられる．実際に自由回答で町内に居住す

る現役非単身世帯から「自宅の解体を考えたがローン

の返済もあり，修理する費用も調達が難しい」，町内

に居住する高齢非単身世帯から「地盤が沈下していて

不安である」といった回答がみられた． 

また，原点から縦軸の正方向に非単身世帯，負方

向に単身世帯の回答における特徴的であった語が位置

している．単身世帯では「災害公営住宅」「解体」

「希望」など今後の住まいに関する語が特徴的である
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ことがわかる．実際に自由回答で町外に居住する現役

単身世帯から「災害公営住宅に入居できるか不安」，

町内に居住する高齢単身世帯から「高齢で一人暮らし

のため，災害公営住宅を希望したい」といった災害公

営住宅への入居を希望する回答がみられた．非単身世

帯も「復旧」「今後」「住宅再建」など単身世帯と同

様に今後の住まいに関する語が特徴的であることがわ

かる．実際に自由回答で町外に居住する現役非単身世

帯から「住宅再建費用はなんとか工面できそうだが今

後の生活費用を考えたら不安である」，町内に居住す

る高齢非単身世帯から「住宅再建への資金調達が難し

い」といった自宅再建に関する回答がみられた． 

また，非単身世帯は「子供」，「情報」という語

も特徴的であった．「子供」に関しては自由回答で町

内に居住する現役非単身世帯から「子供の通学路の確

保が不十分だ」，町外に居住する現役非単身世帯から

「毎日町外から町内への送迎が困難」といった町の復

旧や育児に関する回答がみられた，一方，町外に居住

する高齢非単身世帯から「住宅再建するにも資金面で

子供に負担をかけたくない」，町内に居住する高齢非

単身世帯から「前に住んでいた所に家を建てるか悩ん

でいる．高齢なので子供と住むことも検討している」

といった高齢世帯特有の不安もみられた．「情報」と

いう語は，図-10 の共起ネットワークより「今後」

「心配」に共起している．実際，自由回答より町外に

居住する現役非単身世帯から「中々情報が入ってこな

いので，いろいろな支援があっても知らないことが多

い」，町内に居住する現役非単身世帯から「復興住宅

の説明会以来，その後の進み具合や今後どうなってい

くのか，随時情報が知りたい」という回答がみられた．

よって，町外に居住する世帯は特に情報不足で今後に

ついて不安があるのではないかと推察される．また，

町内と町外で情報の入手に格差が生じている事が示唆

される． 

b) 居住地の種類 

図-12 は居住地の種類を用いた対応分析を示す．こ

こでは図-2 の全居住世帯の中で居住地として割合が

高かった自宅，応急仮設住宅，町内・町外のみなし仮

設に着目して分析を行う．原点から横軸の正方向に自

宅，負方向にみなし仮設の回答における特徴的であっ

た語が位置している．また，原点から縦軸の負方向に

応急仮設住宅の回答における特徴的であった語が位置

している．自宅に居住する世帯は「補修」「安全」

「地盤」など自宅の修理に関する語が特徴的であるこ

とがわかる．これに対してみなし仮設に居住する世帯

は「延長」「期間」「入居」などみなし仮設の期限延

長に関する語が特徴的であることがわかる．また，応

急仮設住宅に居住する世帯は「災害公営住宅」 

 

図-9   無記入を除く町内町外居住世帯別自由回答文字数 

 

 

図-10 共起ネットワーク 

 

 
図-11 対応分析（町内町外×単身）  
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表-2 2017年郵送調査の自由回答例（文字数別） 

 

 

図-12 対応分析（居住地の種類） 

 

図-13  対応分析（世帯年収×町内町外） 

 

「再建」など今後の住まいに関する語が特徴的である． 

ことがわかる．また，「敷地」「宅地」など復旧に関

する語が特徴的であった．これらも，図-10 より「敷

地」は「地盤」「自宅」にかかっていて，「宅地」は

「擁壁」「復旧」「事業」にかかっていることから自

宅の敷地内における復旧事業に関する内容だと推察さ

れる．実際に自由回答で応急仮設住宅に居住する高齢

単身世帯から「敷地が安全か詳しく知りたい」，応急

仮設住宅に居住する高齢非単身世帯から「宅地横の用

水路を修理してほしい」といった回答がみられた． 

c) 世帯収入別 

図-13 は世帯年収と町内・町外居住を用いた対応分

析を示す．原点から縦軸の正方向に世帯年収が 200万

円以下の世帯の回答における特徴的であった語が位置

している．また原点から縦軸の正方向に世帯年収が

350 万円以上の世帯の回答における特徴的であった語

が位置している．世帯年収が 200万円以下の世帯とし

ては「家賃」「災害公営住宅」など将来の住まいに関

する語が特徴的であることがわかる．また，「益城」

という語も特徴的であった．ここで，図-10 より「益

城」は「再建」にかかっていることから，益城町での

将来の自宅の再建に関する内容であると推察される． 

実際に自由回答で世帯年収が 200万円以下の世帯で町

内に居住する高齢非単身世帯から「資金不足で住宅再

建は厳しい」「益城町内での土地で再建したい」とい

った回答がみられた．これに対して世帯年収が 350万

円以上の世帯としては「ローン」「復旧」「擁壁」な

ど自宅の修理・再建に関する語が特徴的であることが

わかる．実際に自由回答で世帯年収が 350万円以上の

世帯で町内に居住する現役非単身世帯から「二重ロー

ンになっている」，町外に居住する高齢非単身世帯か

ら「擁壁の復旧がいつになるか分からない」といった

回答がみられた． 

また，原点から横軸の正方向に町内居住世帯，負
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2～10 特になし / 特にありません / 再建資金 / 資金 / みなし仮設延長 

11～20 災害公営住宅に入居できるのか不安 / みなし仮設住宅に情報不足 / 区画整理がはっきりすること 

21～30 
県道拡幅がいつ始まるか分からず、修理が出来ない。 / みなし仮設住宅で益城郊外なので情報等がわかりづらい 

高齢の一人暮らしのため、先の見通しがたたない。 

31～40 
仮設住宅の２年間の期限内に家を再建できない（着工順番待ちが多い為）。/今後、子供たちの学費資金費用がかかるため住宅再建までは準備が難しい/擁

壁の安全が確保されない為、すまいの補修等を進められない所がある。 

41～50 

・自宅敷地が安全かどうかと修理することが必要なのか（年令を考えた場合）とても迷っています。 

・道路等の整備が不十分であり通勤、通学に不便であり、道路に面した外壁ブロック等が整備できない 

・仮設団地の居住期間内（２年）に住宅の再建ができない可能性が高い。延長してほしい。 

51～60 
・震災前と同じ所に再建と別の所に移転と、で家族の意見が合わない。もっと時間がかかりそうなので仮設を延期してほしい。 

・高齢なのでローンを組む際、金銭面で今ストップしている。行き詰まっている。これから先のことを考えるととてつもなく不安。 

61～ 

・本当は他へ引越したいがお金の面や色々なことで難しい。かといって今の宅地が今後安心かどうかも分からない。強化するにしても費用がかかる。悩ん

でいる人は多いのでは…。 

・住宅再建への手続きに時間がかかり、本当にもう一度家を建てられるのか不安です。現在のみなし仮設の駐車場代、共益費の負担もきついです。 
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方向に町外居住世帯の回答における特徴的であった語

が位置している．ここで，町内居住世帯でかつ世帯年

収が 200 万円以下の世帯は「出来る」「道路」 とい

う語が特徴的であると推察される．よって町内居住で

世帯年収が 200 万円以下の世帯は図-10 からどちらの

語も「家」にかかっているため，道路の整備が家の修

理，再建へ影響を及ぼしていると推察される．実際に

自由回答で現役非単身世帯から「家の前の道路が復旧

されていない」，高齢非単身世帯から「自宅への進入

道路が地震の時のままで早く補修してほしい」といっ

た回答がみられた．また，町内居住で世帯年収が高い

世帯は「工事」「復旧」「進む」「いつ」という語が

特徴的であると推察される．よって町内居住で世帯年

収が 350万円以上の世帯は復旧や補修がいつ始まるの

かを不安視していることが推察される．実際に自由回

答で現役非単身世帯から「県道拡幅がいつ始まるかわ

からず，修理ができない」，高齢非単身世帯から「隣

家の擁壁の修繕がいつになるのか分からず予定が立て

られない」といった回答がみられた．町内居住世帯で

は世帯年収に関わらず，復旧事業について早急な対応

を求めていることがわかる． 

また，町外居住で世帯年収が 200万円以下の世帯は

「家賃」「入居」「考える」という語が特徴的である

と推察される．町外居住で世帯年収が 200万円以下の

世帯は図-10 からどちらの語も「仮設」「期間」「延

長」にかかっているため，みなし仮設の延長やその後

の家賃に関して不安視していると推察される．町外居

住で世帯年収が 350万円以上の世帯は「情報」「今後」

「予定」という語が特徴的であると推察される．よっ

て町外居住で世帯年収が 350万円以上の世帯は情報不

足で今後について不安があるのではないかと推察され

る．町外居住世帯では世帯年収が低い場合，今の住ま

いの確保を重要視し，世帯年収が高い世帯は将来の住

まいの確保を重要視していることがわかる． 

 

5. 結論 

 

本研究は，2016年 4月に発生した熊本地震において

被災した益城町を対象として町内や町外に居住する被

災世帯の実態や抱えている要望を分析した． ここで

本研究の成果を以下にまとめる． 

基礎分析の結果， 

1. 高齢世帯は町内に居住し，現役世帯は町外のみ

なし仮設に居住する傾向がある．  

2. 単身世帯が町内に居住する場合，世帯主の年齢

に関わらず，応急仮設住宅に居住する傾向にあ

る．町外に居住する場合，単身世帯は世帯主の

年齢が高齢の場合は知人・親戚宅，現役の場合

はみなし仮設と世帯主の年齢によって居住選択

が異なることを明らかにした． 

3. 現役非単身世帯は町内・町外に関わらず，みな

し仮設に居住することを明らかにした． 

自由回答を対応分析した結果， 

4. 単身世帯，非単身世帯ともに今後の住まいに関

して不安視していた．また，非単身世帯は情報

入手の遅れに関して不安視し，町内と町外でそ

の格差が生じていることを示唆した． 

5. 町内居住世帯では世帯年収に関わらず，復旧事

業の迅速な対応を不安視し，世帯年収の高い町

外居住世帯は将来の住まいを重要視する傾向に

ある．  

今後の課題として発災からの時間の経過につれて，

町内居住世帯だけではなく，町外居住世帯でも生活再

建の進捗の格差が発生していると考えられる．被災直

後やみなし仮設入居直後で町外居住者の状況を把握す

ること，町内・町外での住まいの意向変化を比較する

ことは町外居住世帯を町内へ帰還させる政策の検討や

災害公営住宅の戸数算定にもつながる．このため，町

外居住世帯に着目し，地震から時間が経過していくこ

とによってどのように心境や生活環境が変化していく

か，さらには，町内居住世帯と町外居住世帯の住まい

の意向変化の比較することを今後の課題として挙げら

れる．また，川野ら 11)の研究にならい，自由回答の分

析の高度化を目指すことで，被災者の心境や生活環境

をより詳細に把握したい． 

 

謝辞：調査データの提供をいただいた益城町役場にこ

の場を借りて心から感謝の意を述べたいと思います． 

  

補注 

(1) 2017 年郵送調査のデータ使用にあたっては，回答

データから住所，氏名等の個人情報を削除し，個

人が特定されないデータとして提供を受けた．加

えて，本稿でも個人が特定されない集計データの

形で分析結果を紹介している．また，提供された

データは熊本大学情報セキュリティポリシーに基

づいて適切な管理を行い，分析を行った． 

(2) 本研究で用いた 2017 年郵送調査のデータは最終締

切後に回収されたサンプルまで含んでおり，益城

町の各種委員会に提出された資料とはサンプルサ

イズが異なることに留意されたい． 

(3) 2 つの母平均の差の検定により，無記入を含む場

合，t値が 2.96，無記入を除く場合，t値が 3.36と有

意水準1%で有意であった． 
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